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1 東日本大震災関係の指示・依頼(その4.....その5)

【年金給付部給付企画・指導グループ】

O 東日本大震災における年金給付に関する取扱い【その4】
(平成23年6月3日給付指2011-166)

今回の大震災における老齢厚生年金及び老齢基礎年金の65歳到達時における

裁定の特例(裁定請求書未提出者の取扱い)に関する取扱いについて、指示・依頼を

したものです。

O 東日本大震災における年金給付に関する取扱い【その5】
(平成23年6月8日給付指2011-169)

今回の大震災により行方不明となった方に関する給付の取扱い(死亡の推定)

について、指示・依頼をしたものです。
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平成 23年6月3日

給付指2011-166

<緊急>

|震災関係

東日本大震災における年金給付に関する取扱い【その4】(指示・依頼)
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E血ニ盤宣
今回の震災における老齢厚生年金及び老齢基礎年金の裁定の特例に関する取扱いについて、お知らせ

するものです。

ポイント(肉容)

今回の震災における老齢厚生年金及び老齢基礎年金の裁定の特例に関する取扱いについてお知らせ

いたします。詳細については別添をご覧ください。
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別添 1

老齢厚生年金及び老齢基礎年金の裁定の特例措置における取扱い(指示・依頼)

年金給付部給付企画グループ

給付指導グループ

平成23年5月2日付で「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及

び助成に関する法律J(平成23年法律第40号)、『東日本大震災に対処するた
めの特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労働省関係規定の施行等に関

する政令J(平成23年政令第 13 1号)及び「東日本大震災に対処するための

特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労働省関係規定の施行等に聞する

告示J(平成23年厚生労働省告示第 154号)により、平成23年3月11日

に発生した東日本大震災により被災した地域に居住する受給権者であって、当

該震災後間もなく 65歳に達する方については、年金の請求を行うことが困難

な場合があると考えられることから、お客様からの請求が無い場合であっても

支給が継続されるよう、老齢厚生年金及び老齢基礎年金を職権により決定でき

ることとされました。

1 対象者の要件

裁定の特例措置の対象となる方は、以下(1)から (3)までのすべてを満

たした方になります。

(1)生年月日要件

平成23年3月1日から同年6月30固までの聞に65歳に達する方

(2)住所要件

平成23年3月11日時点において、別添2の区域に住所を有する方

(3 )裁定要件
特別支給の老齢厚生年金(※)の裁定を受けている方であって、 65歳に

達する月の末固までに年金請求書の提出がなかった方

※ 国家公務員共済組合法の規定による特別支給の退職共済年金、地方公

務員等共済組合法の規定による特別支給の退職共済年金及び私立学校教

職員法の規定による特別支給の退職共済年金(いずれも共済組合の組合

員であった期聞のみを有する方に限る)の受給者については、各共済組

合において、必要に応じて職権により老齢基礎年金の年金請求書を作成

し、機構本部に回付する。機構本部において回付された年金請求書に基

づき、老齢基礎年金の決定処理を行う。

2 事務処理概要

裁定の特例措置に伴う事務処理概要は以下のとおりです。

(1) 機構本部において、年金請求書の提出がなかった方について、一括処

理により裁定を行う。
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(2 ) 一括処理により決定した方に対して、 r65轟になられたことによる年

金の決定に関するお知らせJ(別濡3)を「支給額変更通知書」に同封し、
配達証明により機構本部から送付する。この際、繰下げ請求を希望する

方については、年金事務所に相談するよう案内をする。

なお、 r65歳になられたことによる年金の決定に聞するお知らせ」に

記載されている期限までに申出がなかった方は、繰下げの意思がなかっ

たものとする。

(3) 一括処理により決定した方から繰下げの申出を受けた年金事務所は、
請求内容に基づき、「繰下げ請求にかかる申出書J(別添4)及び過払い

の年金がある場合は「返納方法申出書」を提出いただき、様式， 27号

-2 [諸変更裁定の取消](届書の右上余白部分に「震災分」と朱書きす

ること)を作成の上、機構本部に進達する。

(4) 機構本部においては進達された届書に基づき、裁定取消処理等を行い、

必要に応じて返納告知を行う。

3 未送達者対応
この取扱いによる「支給額変更通知書」が未送達となった方に対する対応は、

以下のとおりです。

(1) r支給額変更通知書」が未送達だった場合は、 2か月程度経過後、本
部から再度送付を行う。この作業を年度末を目途に何度か行う。

(2 ) 残件数が少なくなった時点で、本部から管轄の年金事務所に当該者の

調査を依頼する。

年金事務所においては、依頼内容に基づき、当該者の住所について訪

問調査等を行い、判明した者についてこの度の裁定の特例措置について

説明を行い、繰下げ請求を希望する方については、「繰下げ請求にかかる

申出書」及び「返納方法申出書」を取得する。以下、上記3 (3)及び

(4)のとおりとする。

4 処理スケジュール

本部における処理スケジュールは以下のとおりです。

(1) 3月、 4月到達者

① 6月定期支払に向け、 5月17日に一括決定処理
② 6月7日に r65歳になられたことによる年金の決定に聞するお知ら

せ」を同封した「支給額変更通知書」を発送。

(2) 5月、 6月到達者

① 8月定期支払に向け、 7月中旬に一括決定処理

② 8月5日(予定)に r65歳になられたことによる年金の決定に聞す
るお知らせ」を同封した「支給額変更通知書」を発送。
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(6 5歳裁定の特例関係)

八戸市上北郡おいらせ町

別添2

盛岡市宮古市大船渡市花巻市北上市久慈市遠野市一関市陸前
高田市釜石市二戸市八幡平市奥州市岩手郡雫石町岩手郡葛巻町
岩手郡岩手町岩手郡滝沢村紫波郡紫波町紫波郡矢巾町和賀郡西和賀町
胆沢郡金ヶ崎町西磐井郡平泉町東磐井郡藤沢町気仙郡住田町上閉伊郡
大槌町下閉伊郡山田町下閉伊郡岩泉町下閉伊郡田野畑村下閉伊郡普代
村九戸郡軽米町九戸郡野田村九戸郡九戸村九戸郡洋野町二戸郡一戸
町

仙台市石巻市塩竃市気仙沼市白石市名取市角田市多賀城市岩
沼市登米市栗原市東松島市大崎市刈田郡蔵王町刈田郡七ケ宿町
柴田郡大河原町柴田郡村田町柴田郡柴田町柴田郡川崎町伊具郡丸森町
E理郡E理町 E理郡山元町宮城郡松島町宮城郡七ヶ浜町宮城郡利府町
黒川郡大和町黒川郡大郷町黒川郡富谷町黒川郡大衡村加美郡色麻町
加美郡加美町遠田郡涌谷町遠田郡美里町牡鹿郡女川町本吉郡南コ陸町

福島市会津若松市郡山市いわき市白河市須賀川市喜多方市相馬
市三本松市田村市南相馬市伊達市本宮市伊達郡桑折町伊達郡国
見町伊達郡川俣町安達郡大玉村岩瀬郡鏡酒町岩瀬郡天栄村南会津郡
下郷町南会津郡槍枝岐村南会津郡只見町南会津郡南会津町耶麻郡北塩
原村耶麻郡西会津町耶麻郡磐梯町耶麻郡猪苗代町河沼郡会津坂下町
河沼郡湯川村河沼郡柳津町大沼郡三島町大沼郡金山町大沼郡昭和村
大沼郡会津美里町西白河郡西郷村西白河郡泉崎村西白河郡中島村西白
何郡矢吹町東白川郡棚倉町東白川郡矢祭町東白川郡塙町東白川郡鮫川
村石川郡石川町石川郡玉川村石川郡平田村石川郡浅川町石川郡古殿
町田村郡=春町田村郡小野町双葉郡広野町双葉郡楢葉町双葉郡富岡
町双葉郡川内村双葉郡大熊町双葉郡双葉町双葉郡浪江町双葉郡葛尾
村相馬郡新地町相馬郡飯舘村

水戸市 日立市土浦市石岡市龍ヶ崎市下妻市常総市常陸太田市
高萩市北茨城市笠間市取手市牛久市つくば市ひたちなか市鹿嶋
市潮来市常陸大宮市那珂市筑西市稲敷市かすみがうら市桜川市
神栖市行方市鉾田市つくぼみらい市小美玉市東茨城郡茨城町東茨
城郡大洗町東茨城郡城里町那珂郡東海村久慈郡大子町稲敷郡美浦村
稲敷郡阿見町稲敷郡河内町北相馬郡利根町

宇都宮市小山市真岡市大田原市矢板市那須塩原市さくら市那須
鳥山市芳賀郡益子町芳賀郡茂木町芳賀郡市貝町芳賀郡芳賀町塩谷郡
高根沢町那須郡那須町那須郡那珂川町

千葉市(美浜区に限る。) 旭市習志野市我孫子市浦安市香取市山
武市山武郡九十九里町
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別添3
年金を受けている皆さまへ

|65歳になられたことによる年金の決定に関するお知らせ|

東日本大震災により被災されだ皆さまにJ白からお見舞い申し上げ
ます。

65歳前の老齢厚生年金を受けている方は、 65歳になりますと、
その年金の内容及び名称が変更され、新たに老齢基礎年金と老齢厚
生年金を受けるための請求手続きが必要となりますが、このだぴの

東日本太震災により被災された、 3月2日から7月1固までに65
歳となられた方につきまレては、この請求手続きをいただかなくと
も、老齢基礎年金と老齢厚生年金をお支払いすることといだしまし

た。

このため、平成23年6月以降につきましては、同封の「支給額
恋璽痛知書|のとおη、年金をお受払いし1だしますので、ご連絡い

主主孟豆阜

窓拡庄金の繰主ば衰宗顎票意おる思肢L お手数ですが、このお
知らせと同封の「支給額変更通知書」をお持ちの上、聖鹿231t8
思表日ぷ滋Lま支!ζお近くの年金事務所まで申し出ください。平成
23年8月末(※〕までに申レ出がなかったときは、繰下げの意思
がなかっだことといたしますので、ご留意願います。

すでに請求書をご提出いただいた方l弘行き違いですので、ご容赦ください。

ご不明な点などございましたら、以下の「被災者専用フリーダイ
ヤJレ」ヌは最寄りの年金事務所にご相談ください。

被災地の一日ち早い復興をI~\よりお祈り申し上げます。

お問い合わせは、 「被災者専用フリーダイヤル』へ T

函 ρ120-707-118(通話無料)
期 間 :平成23年4月11日~平成23年9月30日

受付時間 : 月曜日~金曜日(祝日を除<l 午前9時~午後5時まで

栄一般的な年金相談は、 「ねんきんダイヤルJ0570-05-1165でもお受けしています.
業お問い合わせは、最寄りの年金事務所でもお受けしております.

@ 日本年金機構

※ 3月、 4月到達者については、「平成23年B月末日』と印刷しています。
5月、 6月到達者については、「平成23年10月末日』と印刷しています。
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年金決定の取消にかかる申出書

私はこのたび、老齢基礎年金等の裁定の特例により年金の支給が決定されま

したが、以下のとおり繰下げを希望しますので、すでに決定されている当該年

金の支給については、取消をして下さい。

なお、すでに支払済の年金については、返還します。

(いずれかご希望の番号にOをして下さい)

1 . 老齢基礎年金の繰下げを希望します。

2. 老齢厚生年金の繰下げを希望します。

3. 老齢基礎年金及び老齢厚生年金の繰下げを希望します。

平成 年 月 日

日本年金機構

年金事務所長 あて

基礎年金番号・年金コード

住所

氏 名 @ 
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<緊急>

|震災関係 |
専属223!手6月8目

酷付描20 1 1ー169

E年描2011-191

圃年幅2011-228

東日本大震災における年金給付に関する取級い【その5](指示・依頼)

本部 7ロッウ本師 事輔セン.一 年金事務所

s 事士会 豊会崎 !保a ，先E 
関係" 理.嘗. 相鎗.. 適，.a ， 厚盗G事 国当G事 eaG e F 包録G 適鯛偲 徴収鱒 高s 相m z タン

金

企 。。。。。。。" 
。。。企 。 J J 

且血ニ盆量
今図的震提により行方不明となった方に関する給付回取撮いについてお知らせするものです.

重正之l:....lEl室i
O 車日本大量担により行方不明となった方に関する給付の取撮いについてお知らせします.鮮細につい

ては、別揮をご覧〈ださい.

1・査担当h神楓 ・ 照会先

年金給付鶴

国民年金凱
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別添1

東日本大震災により行方不明となった方にかかる給付の取扱い(指示・依頼)

年金給付部

厚生年金保険都

国民年金部

平成23年5月2日付で『東日本大震災に対処するための特別の財政援助及

び助成に関する法律J(平成23年法律第40号)、「東日本大震災に対処する
ための特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労働省関係規定の施行等

に関する政令J(平成23年政令第13 1号)及び「東日本大震災に対処する
ための特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労働省関係規定の施行等

に関する告示J(平成23年厚生労働省告示第 154号)により、東日本大震

災により行方不明となった方の生死が3か月間分からない場合又はその方の

死亡が3か月以内に明らかとなり、かつ、その死亡の時期が分からない場合に
は、平成23年3月11日にその方が死亡したものと推定することとされまし

た。

1 対象となる給付の範囲

この特例の対象となる『死亡に係る給付j とは、以下のとおり。

(1)厚生年金保険法関係

① 未支給の保険給付

② 遺族厚生年金

(2)国民年金法関係

① 未支給の給付

② 遺族基礎年金

③寡婦年金

④死亡時金

(3)国民年金法等の一部を改正する法律(昭和60年法律第34号)第5

条による改E前の船員保険法(以下「昭和60年改正前船員保険法」

という)関係

①来支給の保険給付
②遺族年金(昭和60年改正前船員保険法第50条。同法第50条の

4の規定により転給される場合に限る。)
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2 事務処理概要

(1)各年金事務所・事務センヲーで処理するもの

①受付

年金事務所において、対象者から「死亡に係る給付』の請求があったと

きは、当骸給付に係る請求書(以下「年金請求書等Jという。)、添付書額、
「申立書J(別添2)及び 『行方不明者であることを確認できる書類J(※) 

の提出を求めることとする。

受け付けた年金筒求書等を事務センヲーへ進達する場合は、年金請求書

等の右よ余自に「行方不明者分」と朱書きすること。

なお、遺族年金の請求にあたって、当該行方不明者が年金受給者であっ

て年金の過払いがある場合は、できる限り請求した遺族年金で過払い分を

肉払翻墜することの説明を行い、必要に応じて「返納方法申出書」を徴収

すること。

※ ~IJ添 3 r震災特別法における死亡推定に係る取扱いJを参照すること。

②死亡喪失(失権)処理

受け付けた年金請求書等及び添付書類等に基づき、以下のとおり処理を

行うこと。なお、必要に応じ適用担当課に請求書の写し等を回付し、処理

を依頼すること。

l 受給権者の場合

死亡が推定される者が受給していた年金に係る死亡屈の提出をして

いただき、当該死亡届に基づき失権処理を行うこと。

11 厚生年金保険の被保険者の場合

被保険者に係る資格喪失届が提出されていない場合については、事業

主等より、死亡を事由とする資格喪失届を提出するよう請求者へ鋭明し、

提出された資格喪失届に基づき事務セン骨ーにおいて死亡袈失処理を

行うこと o (事業主が行方不明の場合等の具体的な事務処理については

別添5を多照すること。)

なお、当骸行方不明者に係る資格喪失年月日は、平成23年3月12 
日とすること。

lIi 国民年金の被保険者の場合
死亡に係る給付の請求に基づき、死亡を事由とする資格喪失処理を事

務センヲーで行うこと。

なお、当該行方不明者に係る死亡年月日は、平成23年3月11日と
すること(資格喪失年月日は平成23年3月12日であることJ。
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③ 内容審査及び決定
事務セン骨ーにおいては、死亡喪失(失権)処理後、添付されている書

類に基づき年金縞求書等及び添付書類により審査及び決定処理を行うこ

と。

この際、後目、死亡の事実に関する事後確認を行うことができるよう、

必要に応じ、「行方不明となった者にかかる年金等決定者一覧表J(~IJ添 6)
を作成することにより管理しておくこと。

( 2 )機構本部へ進達が必要なもの

① 受付

年金事務所において、対象者から『死亡に係る給付jの精求があったと

きは、年金請求書等、添付書類、「申立書J(別添2)及び「行方不明者で
あることを確惚できる書類J(※)の提出を求めることとする。

受け付けた年金請求書等は、右上余白に『行方不明者分Jと朱書きする
』と。

※ 別添3r震災特別法における死亡推定に係る取扱いJを参照すること

② 死亡喪失(失権)処理

受け付けた年金柑求書及び添付書類等に基づき以下のとおり処理を行

うこと.

i 受給権者の繍合
死亡が推定される者が受給していた年金に係る死亡届の提出をして

いただき、当骸死亡届に基づき失権処理を行う。

11 厚生年金保険の被保険者の場合
被保険者に係る資格喪失届が提出されていない場合については、事業

主等より、死亡を事由とする資格喪失届を提出するよう請求者へ説明し、

提出された資格喪失届に基づき事務セン9ーにおいて死亡喪失処理を
行う。(事業主が行方不明の場合等の具体的な事務処理については別添

5を参照することJ
なお、当該行方不明者に係る資格喪失年月日は、平成23年3月12 

日とすること。

iii 国民年金の被保険者の場合
死亡に係る給付の請求に基づき、死亡を事由とする資格喪失処理を事

務セン告ーで行うこと。

なお、当該行方不明者に係る死亡年月日は、平成23年3月11日と

すること(資格喪失年月臼は平成23年3月12日であること。)。



12

③ 内容審査及び進達

機構本部へ進達する部署(以下「進達元」という)において、添付され

ている書類に基づき肉容の点検を行ったうえで、機構本部に進達する。

進達する揚合には、右上余白に「行方不明者分」と朱書きした進達票を

別途作成のうえ進達すること。

なお、後目、死亡の事実に関する事後確認を行うことができるよう、進

達元において必要に応じ、『行方不明となった者にかかる年金等決定者

覧表J(別添6)を作成することにより管理しておくこと。

(3)事後確認

この取扱いにより年金等が決定された者については、適正な年金給付の

観点から、死亡が推定される日から概ね1年を経過した時点において、戸

籍謄本等を各事務セン告ーで公用請求により取得し、死亡の届出について

確認を行うことを予定しているが、 詳細な取り扱いについては6月中を目
途に別途指示する。

また、年金等が決定された後に行方不明者の生存が判明したときは、決

定された年金等の取消など必要な処理を行うこととするが、この場合の事

務処理についても、 6月中を目途に別途指示する。

3 受付件数の報告

各年金事務所においては、 ζの特例により受け付けた年金請求書等の件数

を当面の問、以下のとおり報告してください。

報告内容・ 「行方不明となった者にかかる年金請求書等の受付状況」

(別添7)による
報告先 。 機構本部年金給付部報告用メールアドレス

(kikou-kvuufuhoukoku麿nenki n. loca1) 

報告期日 : 平成23年6月17日(金)から、毎週金曙目17時まで
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申立書
知1Ji;添2

1 .行方不明の経緯

記載例l 平成23坐3月 11 日の地黒発生当別~>..Q.Q市所在の主揚!;.出動しj勤

いていまLたがλ エ揚が主主主主1こi車い;t壊Lましたa圭の1毒3 現在車で!¥'A主連絡主1li?

9.ことが出来:t¥..rr. .?，ノが分かhない状祝で士院

2.行方不明者に関する事項 (わかる範囲で記入してください。)

住 所

氏名{ふりがな)

生年月 日・性別 昭和 年 月 日 ⑧女

行方不明年月日 平成 年 月 日

届尚年月日等 平成 年 月 日

行方不明となった場周

3.公的給付等の受給状況

(行方不明者止して公的結付等を受給した坦骨は、決定通知書等の写しを蹄柑.)

.12."例Lt.草案弔慰金主給涜

4.その他

以下の点について確認します。(口にレを付けて下さいJ

響察署

口 年金事務所等が遺族厚生年金等の支給に係る調査を行うため、必要な範囲で警

療に対し、行方不明者に関する事項について確認することがあること.

ロ 年金事務所等が遺族厚生年金等の支給に係る澗査を行うため、必要な範闘で行
方不明者の戸新・住民難に関する事項について公用鯖求することがあること.

ロ 年金の決定された後に行方不明者の生存が確認できた場合には、当骸年金の決
定は取消され、既に支給された年金があった場合には、返還しなければならない

こと。

日 生存が確総出来た場合は、速やかに年金事務所に連絡するとと.

上記の者については、現在もなお行方不明となっているととについてゆ立てます。

平成年月 日

H本年金機構年金事務所長宛

申筒者色J主

生J邑」

続柄(行方不明者~の聞係}

連盤皐」
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別添3

震災特別法における死亡推定に係る取扱いについて

東日本大震災による災害により行方不明となった者に係る行方不明白確留につい

ては、死亡に係る給付由柿求書からの如立書(別添2)によるほか、以下町とおり行

うこと.

1 行方不明書であることを確留するための以下①~④の書績がある場合は、年金繍

求書等に添付する.

①死亡推定的特例を適用し支給決定された公的給付帯(労働者災害補償保険法

に基づく遺族補償年金等)町支給決定通知書の写

② 行方不明書であることを理由とした災害弔慰金の支給を畳けたことが分か

る書簡の写L

③ 第三者(事業主等}の施明書{別添4)

④ その他これらに準ずる書類

2.上記1の書類がなかった場合l立、以下のとおり対応することとして間整中であり、

鯛盤が出来次第、別途連絡します.

①簡求書田方に昔日載していただいた「申立書」 に基づき、普事務センターで取

りまとめた上で、一覧墨 (来)により行方不明書の住所在管帽する都道府県警

察に照会すること.

※ 都道府県警察に照会するための一覧車については、別途示すこととする.

②事務センタ から照会を畳けた都道府県曹察において、当骸行方不明者にか

がる行方不明者眉の提出の有無について確偲を行い、照金先の事務センターへ

図書する.

③都道府県警察から回答を受けた各事務センターは、その図書に基づき死亡推

定を行い、年金帯由決定処理を行うこと.

なお、都道府県警察からの図書が 「無』であった場合1立、別途本部年金給付

師と協議を行ったうえで年金等の決定処理を行うこと.
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別添4

確認書

下記の者については、平成23年3月11日に発生した東日本大震災によ

り、現在もなお行方不明であると恩われることを確認します.

住所:

フ')ガナ

氏名: 鮭別 .

~年月日: 集 局 日生

O 行方不明と恩われる理由

記載矧1l鱗i足当険a よ.l~P~li:!孟QQ車rfl.l't:由工場に勤務Lてい立が，今回の.!!!lR

に，!;.v工場が全犠l日壬町畿連絡がM&.i:¥..t.>.い拡況に晶晶ため、 .fi1i.需明で晶晶と思

t>れ草:t.• 

飽輯JJlL?J 主限白方幌、私自瞬に焦ん:空い草l<t=が、 .~)l.L1 目的震泉以降， QQ

主んの奈は積院で室主い立め..fi1i.杢明で晶晶ι哩われ車:t.• 

平成年月日

日本年金機構

年金事務所長宛

平成年月自

fiiE明者 信___m 一一一一一
位韓

民一_f.一一一一一一一一一一一一一一一------一一一ー @! 
(請求者との関係 .
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別添5

厚生年金保険被保険者にかかる行方不明者の取扱い

1 事車主が行方不明等により、 事聾主から資格喪央届を纏出することが困

離な場合は、以下回方法でも差し支えないこととするが‘棺服者が事業所

の連絡先等を知らないなどの場合I~. 年金事務所から事聾所等に連絡する

などT車む対応をすること.

①法人事業所である場合は、事輩主名ではな〈法人事軍所名で届出を行う

ことが可能であること.この場合は、貴格喪央眉に届出した者の役職名、

部署名、氏名を飽載すること

②個人事章所で晶る場合は、相続人等においてその事章が継承又は廃止さ

れることとなるため、事業が継続され、事聾所が存続する場合には、新た

な事業主より事輩主変更の届出がなされたうえで手続きを行うこと.

2 震災による行方不明書に係る資格聾失届については、資格製央原因は「死

亡5Jとし、健康楳険由被保険者粧が回収不能又は越生し『値廠保険被保険

者!l回収不能・誠失属』を添付しない場合については、 備考欄に「震災によ

る行方不明』と記鍛いただ〈こと.

3 被扶養者分も回収不能又は滅失した場合は「被扶養者分も同様』と記載

L、たT三〈こと。

4 事車主等と連絡を取ることができず、資格喪失届の提出が困般であると

きは、貴絡聾失の処理を磯権により行うことも差し支えない.その場合、

年金事務所にて貴格喪失届を起票すること.

なお、職権により処理をする場合においても決定通知書を事聾主あて送

付することとし、郵便等の事情により事聾主等に到達しない場合lま年金事

務所等にて公告すること.

5 職摘により貴描喪央の処理を行うときは、死亡に係る給付の附求者に対

して、被保険者1[(被扶養者分を昔む。)の図版等が可能であるか碓包し、

可能であれば後日でもよい由で提出していただ〈ょう脱明すること.
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行方不明となった者にかかる年金等決定者一覧表 別添6

整理番号 1日 主τ理量蕗過友一
I~旧日

市匡町村 基礎年金番号 氏名 進連番号 {s進a逮定年年月月日日} 決定した隼金程
s'J 

確毘結果

!日 la 
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別添7

行方不明となった者にかかる年金請求書等の受付状況

00年金夢務所

遺展基礎ー庫生年金筒京書 事帰年金問求書 死亡一時金柑求書 来支給年金筒求書

-6月16日まで 1件 1件 t件 1件

8月"日町皐月"日まで

61124日....e.t!aOAまで
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てOJ

日本年金機構事業管理師門担当理事殿

(別紙参考)

年官官発0607第5号

平成 23年 6月 7日

東日本大震民による見書により行方不明となった者に係る遣侠厚生

年金等の悶求があった場合の取扱いについて

東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する怯樟(平成23年

法体策40号.以 Fr法j という o )及び東日本大震肢に対処するための特別の財政
掻Jj!J及び助成に削寸る法律の厚生労働省関係規定の施行絡に関する省令(平成23年

厚生労働省令第 57号}の施行については、東臼本大震民に対処するための特別の財

政援助及び助成に関する法律における庫生年金保険帯の特例措置について(平成23

年5月2a保宛0502第6号 ・年措0502揖3号 ・鹿児弼0502第3号保険局
長、年金局畏及び雇用地等 児童家庭局長連名通知o )により通知したところである

が、標記の締求があった場合の取扱いについては、下記の事項に荷量し、その適正な

取扱いに肥臆されたい@

配

1 対象となる給付の範囲

この特例の対象となる「死亡に係る給付j とは、以下のとおりであること.

(1)厚生年金問、f由法関係
① 未支給の保険給付(厚生年金保険法第37粂)

②遺族厚生年生(厚生年金保険法第58呆)

( 2)国民年金法闘併

① 宋支給の給付(国民年金怯第19条)

②遺族基礎年金(由民年金法第37条}

@ 事婦年金(国民年金法第49~長)

@ 死亡一時金(国民年金法第52，長の2)

(3)国民年金法等の 郁を改正する法樟(昭和60年法律第34号)第5粂による

改正前の船員保険法(以下『昭和60年改正前船員保険法j という o )関係
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①来支給の保険給付(昭和60年改E前船員保険法第27条の2)

@遺族年金(昭和60年改正前船員保険法第50呆.同法第50条の4の規定

により転給される場合に限る.) 

2 死亡の推定について

(1)東北地方太平洋仲地震(以下「震民Jという.)により行方不明となった者の

生死が震斑発生自の盟日から起算して三か月嗣分からない場合は、平成23年3

月 11日に死亡したものと推定して取扱うとk止し、当核事実については、その

者の戸籍謄本帯により死亡屈が提出されていないととを碓隠のうえ、訟の①且び

②に掲げる書類により権隠するとと.

①震民により行方不明となったことの府立書

② 止のアからエのいずれかの書類

ア 法の規定により死亡推定の特例を適用し、支給決定された公的給付帯{労

働者災害補償保険法[昭和22年法律第50号)に基づく遺族補償年金等)

の支給決定通知書

イ 行方不明者であることを理由止して、災害弔慰金の支給等に関する法樟

{昭和48年法律第82号)に規定する民事弔慰金の支給を畳吋たことが

分かる書類

ウ 第三者(事業主、病院長、施政長、民生華民、機人等)の柾明書

エ その他これらlζ瞳じる書類

(2 )震災により行方不明となった者の死亡が震災苑生日の翌日から起算して三か月

以内に明らかとなり、かっ、その死亡時期が分からない場合は、平成23年3月

1 1日に死亡したものと推定して取扱うとととし、当飯事実については、その者

の戸籍謄本輔のほか、 2 (1)①及び②に掲げる書類により確認すること.

3 死亡が推定された渚が厚生年金保険及び国民年金の受給権者又は被保険者の場合

の取扱い

(1)受給権者の場合

死亡が推定された者が受給していた年金に係る死亡屈の提出を求時、当骸死亡

届に基づき失権処理を行ったうえで、死亡に係る給付の裁定を行うこ~.

( 2)厚生年金保険の被保険者の場合

①死亡の推定により死亡に係る給付の摘求のあった被保険者に係る資格損失屈

が提出されていない場合については、事業主等より、死亡を事肉とする資格喪失

屈を揖出するよう蹄求者に説明すること.なお、必要に応巴て年金事務所等より

事業主等に対して資格喪失屈の提出を依頼するなど弾力的な運用をすること.

②事業主時と連絡をとることができず、①により賓格寅央届を提出することが

困難である場合については、上記Zにより行方不明者であることを砲隠し、年金

事務所等において職権により資格喪失処理を行って差し支えないこと.
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③事業主等が3月11日以降、被保険者が震民により行方不明となったこと等

の理由により、責格喪失届を提出していた被保険者について、死亡に係る給付の

鱒求刑可予われた場合には、上記2により行方不明帯であることを積極し、年金事

務所絡において職樋により、賢格喪失年月 日及び興央移曲目訂正処理を行って差

し支えないこと.

@ 当骸行方不明者に係る資格喪失年月 日は平成23年主月 12固とすること.

(3 )国民年金の被保険者の場合

死亡に係る給付の時求に基づき、死亡を事由とする賓格喪失岨理を行うこと.

なお、出絞行方不明者10係る死亡年月日は、平成23年3月11日kするこど.

4 死亡の事実に関する事笹確認

2 (1)の場合において、死亡の推定により裁定がなされた者については、適正
な年金支給の観点から、死亡が推定される日から概ね1年を経過した時点において、

年金率務所轄の職員が公用請求により戸籍謄本等を取得し、死亡の届出が行われて

いるか確認すること.

確隠の結果、死亡の届出が確認できない場合には、地方厚生(王)局長申飽可を

畳け、被見者の死亡の事実について調査を行うこと.

また、この調査に対して命令に従わず、又は質問に応じなかったときは年金の支

給を停止すること.

5 死亡推定聾に生存が判明した場合の取扱い

死亡推定桂に当骸行方不明者の生存が判明した場合は、死亡維産を前提として裁

産された給付の敗摘処理を行い、既に支給されt給付がある場骨には、その返納を

求めること.

また、被保険者配僚は死亡推定による補正前の状態に贋すこと~L-、還付された

保険料がある場合には返納を求めること。
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/ 

再裁定の進達事務の留意事項(その4)

、

【支払部再裁定グループ】

再裁定の受付および進達事務の留意事項につきましては、「再裁定の

受付および進達事務の留意事項(平成22年6月11日給付指2010-113、

支払指 2010-3)Jおよび「年金機構業務つうしん(平成 22年 11月号より

順次)Jにてお示ししているところです。

今般、本指示依頼の別添①の「再裁定(年金コード 1150)受付点検チ

ェツクシートJ[第 2版]につきまして、更なる業務処理の適正化を図り、本

部・事務所・事務センターとの情報の共有化をすべ〈内容を精査している

ところです。

つきましては、現段階におけるチェツクシート(案)をお示しいたします。

なお、詳細については、別途、指示・依頼等にてご連絡いたします。

また、再裁定事務処理フローについて、事務所や事務センターから本

部へ「様式第 127号」等の進達後、どのような業務処理が行われ、どのよ

うにしてお客様へのお支払の手続きに至るのかについて主な処理の流

れを掲載しましたので、参考にしてください。

目次

o r再裁定(年金コード1150)受付点検チェックシート[第2版(案)]
. . . . . . . . . .・・・2

O 再裁定処理の流れ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4
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別添①

再裁定(年金コード1150)受付点検チェックシート[第2版(案)]

①現在の原簿の状態

口裁なっ定て原い簿なにい支か払確保認留す、る加。給保留、差止の表不があるか確認する.また、現況届、生計緯持確毘届、年金購求書が送付状態に

口配偶者がいる場合、配偶者に基礎年金番号が付書されているかどうか確躍し.127号に配載する。

口死亡者の

日未時およ支のび給生添年計付金同書のー頬支のを払確併認先せ在がて確と進れ認達るすす住るる民。前。頭回等のの末湯支付給が請改求め者て死必亡要にとなよるる転。初給めのて場未合支点給請支求給の請場求合書は・戸未籍支謄給本請・求死書亡、当

場合

口配偶者が遺族年金子をの受再給裁中定のも場必合要、と遺な族る年た金めに.対つ象いとてなもる必全要てにの応子じのて再基揖礎定年金の番申号出書、氏を名受を付1す27る号。に(子記の載加す算るが。)
付いていた場合、

②追加・訂正する期間の確認

1共済(農林を含む)期間の追加の場合

口年金加入期間確昆通知書(農林共済組合員期間匝明書)を添付する.

2 受給権発生以降の記録追加・訂正の場合

口受発月の報酬訂正、取得・喪失追加での再義定の場合は過払いにならないかどうか確認するo(ただし、受発月の賞与記録の追加・
訂正は再裁定不要)

3 力フ期聞の訂正の場合

口配偶者の被保険者期聞をカラ期間として追加すると制、127号に追加期聞を肥載し、婚姻期間が確認できる戸籍謄本等を添付する。

4 厚生年金第3種被保険者期間または船員保険被保険者期聞の追加の場合

口厚生年金第3種被保険者期間または船員保険被保険再者裁期定聞へのん追ブ加デのス場ヴ合電、話厚照年会法事昭例和田年改正法附則蜘3条に該当しないか確
認する. ※年金暢構業務つうしん平成23年5月号 Q&A参照

③資格記録の確認

1厚生年金算4種被保険者期聞がある場合

口期間追加により、第4種被保険者期間が老齢満了後の期間となる場合は、記録の補正と保険料の還付を柄。また、第4種被保険者
期間補正後、額試算を行い、減額とならないか確認するo(減額となる場合は、返納方法申出書を添付する0)

2 国民年金の加入記録がある場合

口任きる意月加散入をに超よえりて、満保額険の料基を礎納年付金して壷い受た給場で 口削除する期間中に付加保険料を納めており、付加年金額が減額になるときは、

合
返納方法申出書を添付する。

口基聞礎の年追金加受が発あ畿る場の合第3号被保険者特例期 口骨国民納年付金・免蜘除期号被聞保が3険骨者特特例例期措間置に肢な当る期とき間は畳、録返(取納消方)法眉申書出J(原書本を法添付添す付るす.る.

(業務セン事一つうしん平成17年7月号参照)

口他制度被保険者期間(組合員期間靴、合算対象期聞と重複する期聞がないか確思する.

3 厚生年金脱退手当金の支給記録がある場合

口厚ない生か年確金毘脱す退る手。当(減金額のと支な給る期場間合とは国、民返年納金方の法加申入出記書録をが添重付複すしるて0)いる場合は目民年金記録音補正し、額試算を行い、減額となら

4 その他

口追加金する機期構聞業が務農つ林うし共ん済平等成へ2移3年管3す月べき肥録でないかどうか確認する。
※年 号 P40参照

口追加する期聞が法律施行準備期間でないか確認する。
※業務セン者一つうしん平成18年8月号等を参照

口追確加毘後する、1期27聞号が『そ旧の令他共』済欄期に間旧と令重共複済し期て聞いをな配い載かす確る認。す(重る複.必して要いにる応場じ合て、は捗旧外令グ共Jレ済ー期プ聞旧が令削共除済と事な務る担0)当者に旧令共済期聞を

④年金額仮計算書

口【お客様ご肥入欄】住所・氏名が記載してあるか確認し、 r7JにOが付してある場合は127号を進遣する。

口試算の結※果減、額年と金な額るが場減合額のに取なりる扱場い合はI、立i、返納方法申出書を添付する0(1/2肉払調整を希望する場合l主、その旨127号Iこ記載でも
可) 、給付掴2010一曲、2010-95を参照

。踊1=観〈



24

⑤年金の受給状況

1 単一共済の老齢基礎年金の場合(受給者原簿記録「進達庁」がr85XXJ r 86XXJのとき)

口裁受策給事定権取務発消処生及理前び方混法の在期・必老間要齢追書年加顕金にによのつり新い単規て一裁は共定、済業が不必務醸セ要当ンとと者なな一るるつ.場(う移合し管んI立記平、録再成に設2日注定年意で7月すは号るな参.く)、照裁定替えとなるので、単一共済の老齢轟礎年金の

2 老齢基礎年金のみの受給者で繰り上げ受給者の場合

口厚生年金保険四期間追加が12月未満町場合 口 2た3だ3号しの、住添基付登が録必さ要れ.て{戸も籍、住民票、住基070画面のいずれかの添付が必要。
、る場合は不要)

口咽和17年明日以降の生年月日の場合
口同上
業老齢厚生年金の繰り下げ待機を希望する場合は127号にその冒配載する.

3 他年金がある場合 ※選択屈の留意事項については年金機構業務つうしん平成22年11月、 23年3月号参照

口期間が遡追加及すにより受給権発生年月
目 る場合

口併選の給択『写関契」係樺の在毎添確付に隠選がし択必、方要年法.金)を受明給記温す択る申02出0書2骨鵠の場付合す、る選.択(基契番樽・毎年に金共コ済一年時金必額ずが肥わ入かLる、もの

口期生間追金加が発によ生りす、はじめて老齢厚
年 る場合

口併給関係を確認し、年金受給選択申出書2号をの添場付合す、る選。択(基契番様・毎年に金共コ済一年時金必額ずが毘わ入かしる、
選の択「写契」梅の毎添付に選が択必方要法0)を明記する。202号 合、 もの

口期が間生追加により選択方法に変更

口 を年障明金害配年受す給金る選の。択受20給申2骨権出の書が場をあ添合る方付、選すに択つる契.い(梅て基毎は番に、・必年共要金済にコ年一応金時じ額ての必診わず断か配書る入・も所しの得、選の確択「認写契等』機のの毎添要に付否選がを択必確方要認法す。

じる場合
る0)

口全額支給停止の年金が選択変更により、支給されるようになる場合は、支払楓聞の確認を
する。

口他年金がW1岨刈の場合 口先充て対象者の場合、先65充歳て以停降止のの老場齢合厚I生ま『年14金5刈のの増1額27分号が遺2も族同厚時生に年進金達とす相る殺。)になる旨
を説明するo(受発から

口他年金がW135刈の場合 口 r135xJも同時に再裁定が必要かどうか確認し、必要であれば127号を併せて進達する.

口他年金がW043刈r033X~の場合
口問和61年3月以前の園年免除期聞が適正かどうか確認する.

口 r033xJも同時に再議定が必要かどうか確認し、必要であれば127骨を併せて進達する。

4 老齢未満了者の場合

口期間追加により老齢満了となる場 口で受過給払者額に振が相替殺加し算きがれ加な算いさとれきてはい、る返場納合方、法振等替に加つ算い不て骸爵当明に及なびる確.期間追加による増額分
合 認し、必要に応じて

l 
返納方法申出書を添付する。

口配偶者に加給年金が加算方法され申て出い書るを場添合付はす、る過。払いが生じないか確認を行い、必要に応じ
てE偶者の23()号・返納

口加認要給書し、年類必金を要添加に付算応す対じる象て.者2(Z注のS号)有車無ぴを必確 口配※偶振者替加に新算たににか振か替る加事務算がの加取算り扱されいにる場つい合てl孟は、2、2業2号務又セはン1者2一7号つ4うをしん添平付成す1る9年.12月号を

，照

5 老齢満了者の場合

口期変間更と追な加るに場よ合り、老齢讃了年月が
口 配昏※は偶握照12者替7-加にZ号新算をたに添にか付振かす替るる加事.務算(過品の払加取い算りが扱さ生れいじにるる、つこもいとしてがくははな加、い業算か務開確セ始認ン時す書期る一。がつ)変うし更んと平な成る場19合はm号又

ι 年12月号を
照

口加毘給し、年必金要加に算応対じ象て者22の9号有及無びを必確
口配偶者の加給金に未払い・過払いが生じないか確認する。

裏書類を添付するo(注)

(注)2前29年号のの収添入付が書確類毘・で・・き戸る箱も、の住)民票(加給金加算開始時の生計同一関係の確題できるもの)、所得匝明書(加給金加算開始時の

業詳細は、給付指201ロー113、支払指2日1()-3~IJ添②の通知・事務連絡及び給付情2011-40、給付指2011-115を参照

6 その他

口記録年金追犠加構・訂業正務につようりし、ん58平3号成が23必年要5月か号確認再す書る.
※ 再裁定へJレプデスヴ電話照会事例 Q&A9照
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再裁定処理の流れ(様式第127号進達から支払まで)

(金曜日にカバンで進達)

(進達翌週中に
原則登録完了)

様式第127号等で、基
礎年金番号等の記入

に誤りがあると、正しく

仕分けされず、処理が

遅れる場合があります

ので、進達書類を記入

の際はご注意願います

<主な再裁定処理の流れ>

年金事務所、事務センター

l 様式第1同等進達 l

よエ
本部

受付

登録のため、

年金コードの記入必須、
基礎年金番号.正名等は
必ずiEL(寵入園います

様式第127号及び再裁定に必要な添付書類等を
眉書管理システムに登録(バーコード貼付により管理)

ι 
事務処理区分に基づき仕分け

且
| 様式第127号等組当G.Tームヘ l 

ヰ
(※次ページへ続()
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ょエ
この間、原簿右上に
「裁定中」と表示されます

住所・支払権問変曹
などの処理に
ご3羊意固います
(変更処理を行っても、
再裁定決定後
変更前の情報に
戻ってしまう場合がありますy

各担当G、チーム
再裁定入力

よエ
内容審査

4 注:再裁定入力後
(裁定中と表示中)
審査の結果、
不備等があれlま
耳量産'IFの入力存

且出盟主
場合もあります

※再裁定の処理サイクルについては 11  
つうしん平成23年5月号P2参照 | 

※裁定年月日に基づき、 f 
原則支払サイクルの l 諸変更入力処理
締切までに完了します t 

不備があれば、返戻
(よくある事例は、給付

指2010-113、支払指

2010-3jll]活④[つうしん

平成22年11月号にも掲

載]を参照)

※旧法については‘原刷
入力前に審杏存粁います

審査の結果、聞顕なければ高差'IF;;長官
(裁定年月日確定、原簿の原因表示変更)

再裁定決定後、原簿の改定記録が、新規裁定時の状態に戻る為、
自動で連動する改定トランズ以外のトランズ
(加給系、選択系、死亡・未支給等のトランズ)を必要に応じて
入力処理を行います

ι
 
お支払

年金証書等各種通知書が、必要に応じてお客様あてに送付されます
(送付される通知の種類、送付時期につきまして、詳しくは
つうしん平成23年5月号P3を参照願います)

※この後、時効特例給付分がある場合は、時効特例グループの処理へと移ります

※複雑な処理を要するもの等は、この流れに沿わない場合があります
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|3 時金業務に聞する大切なお知比(その3)
【年金給付部給付企画・指導グループ】

O 障害給付の請求にかかる事務取扱い
(平成23年4月27日給付指201ト126)

障害給付の「障害認定日による請求』と『事後重症による請求」が同時に行われた

場合の取扱い及び「障害給付裁定請求事由にかかる申出書」の見直しについて、指示・

依頼をしたものです。

O 人工血管・心臓移植・人工心臓.CRT • CRT-Dの障害認定日
(平成23年6月1日給付情2011-93)

障害認定基準 (r心疾患による障害J))における人工血管・心臓移植・人工心臓-

CRT • CRT-Dの障害認定日に関する疑義照会への回答について、お知らせをしたもの
です。

O 障害基礎年金の子の加算にかかる事務の取扱について
(平成23年6月14日給付情2011-105)

障害年金加算改善法の施行に関して、厚生労働省雇用均等・家庭児童局(家庭福祉

課)より地方自治体に事務連絡は発出されたましたので、その内容の情報提供と「加

算額・加給年金額対象者不該当届(様式205号)Jの受付時の留意事項について、

お知らせをしたものです。
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平成23年4月27日

給付指2011-126

障害給付の請求にかかる事務取扱い(指示・依頼)

本部 ブロッヲ本部 事務セン聖一 年金事務所

宛先
富
係部関 理部管 相給部 徴適部 厚年 年国

給年 記録 適用課 徴収課 長震相霊全 G G G G 
) 

。 。 。 。

富
話会 農協会:-

う擁

J 

本部関係部

リスク・コンブライアンス部、年金相談部、業務管理部、障害年金業務部

旦血ニ量宣

障害給付の障害認定日による請求と事後重症による請求(以下、それぞれ「認定日請求」、「事後重症

請求」という。)が同時に行われた場合の取扱い及び「障害給付裁定請求事由にかかる申出書J(以下、「申

出書」という。)の見直しについてお知らせするものです。

ポイント(内容)

今般、社会保険審査会より「障害年金の認定日請求と事後重症請求が同時に行われている場合、それぞ

れの請求に対する処分結果の通知が行われていない』との指摘を受け、事務取扱いについて以下のとおり

見直しを行います。

なお、己の取扱いは、平成23年5月1日受付分から実施してください。(本指示・依頼発出後より実

施しても構いません)

①様式の変更

年金請求日が障害認定日より 1年以上経過している場合の認定日請求については、「申出書』の添付を

求めていますが、現在使用している「申出書」は廃止し、}lIJ添1の「障害給付請求事由確認書J(以下、

「確認書」という。)を使用してください。

②処分結果の通知について

「確認書」の添付により、認定日請求と事後重症請求が同時に行われている場合は、それぞれの請求に

対する処分結果を通知してください。(}lIJ添2参照)

なお、請求の意思が示されていないものの処分は行わないでください。

※また、請求書を受理する際は、お客様の意思を十分に確認し、記入漏れ等がないよう注意してください。

業務処理要領【マニュアル】 国民年金(障害基礎年金請求書)

厚生年金保険(障害給付年金請求書)

E
E
E
-

一・一
一欄一
・

0
田

園"'-
一h
-

一
当
-

一担一

ι

査
一

一
審
↑
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障害給付請求事由確認書

私は、下記の請求事由を確認し、傷病名(

で「障害認定日による請求」を請求事由として、障害給付を請求します。

ただし、「障害認定日による請求」で受給権が発生しない場合は、「事後重症によ

る請求」を請求事由として障害給付を請求します。

【請求事由について]
1.障害認定日による請求

障害給付は、病気またはケガによって初めて医師の診療を受けた日(初診日)から 1年6月を経
過した日(その期間内に治ったときはその日)に、一定の障害の状態にあるときに受けられますロ

(ただし、一定の資格期聞が必要です。)この場合、年金請求書に添付する診断書は、初診日から

1年6月を経過した日の障害状態がわかるものが必要です。
なお、請求する日が、 1年6月を経過した日より 1年以上過ぎているときには、治ったことによ

り請求するときを除き、初診Hから 1年6月を経過した日の診断書と請求時点の診断書の両方が必
要となります。(ただし、障害状態の確認を行う際に、他の時点の障害の状態がわかる診断書を求

めることがあります。)

2.事後重症による請求
r1.障害認定日による請求」で受給権が発生しなかった場合でも、その後、病状が悪化し、 6
5歳に達する日の前日までの聞において、一定の障害の状態となったときには本人の請求により障
害給付が受けられます。ただし、請求は65歳に達する日の前日までに行わなければなりません。
この場合、年金請求書に添付する診断書は、請求時における障害の状態がわかるものが必要です。

平成 年 月 日

(請求者本人)

氏 名: 重量

住 所:

連絡先:(

(代理人)

豆一一主」 盛

請求者との関係:

隼一一旦i

連絡先:( ) 

※請求者、代理人ともに本人自署の場合、押印は不要です。
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平成23年6月1日

【給付情2011-93】

人工血管・心臓移植・人工心臓.CRT . CRT-Dの障害認定日(情報提供)

本部 フロッヲ本部 事務セン告ー 年金事務所

宛先
話
係部関 E 部 書部 適徴部 厚年 国年 給年 記録

適
徴収課 書襲量全

課用
G G G G 

。 。 。 。
情報提供先

相醸セ

社会労士 健保協会

震:" 
~ 

レ レ

部

一

務

一
業

一

部

金

一

係

年

一

関

害

一

部

障

一

本

一

旦血ニ皇宣
国民年金・厚生年金保険障害認定基準「第 11節 心疾患による障害」における、人工血管・心臓移植・

人工心臓・CRT.CRT-Dの障害認定日について疑義照会があり回答をしましたので内容についてお知らせす

るものです。(本件にかかる疑義照会は、機構本部関係部からのものであり、機構凶N疑義照会掲示板に

は掲載されないため。)

ポイント(肉容)

【照会内容】

平成22年10月13日付年発1013第1号厚生労働省年金局長通知「国民年金・厚生年金保険障害認定基準

の一部改正について」の第 11節 心疾患による障害の2認定要領 (10)により「心臓ペースメーカ一、

又は ICD(植込み型除細動器)又l主人工弁を装着した場合の障害の程度を認定すべき日が、それらを装着し

た目(初診目から起算して1年6月以内の目に限る。)とする。」と示されていますが、 (9) ⑤大動脈疾患

の「人工血管を挿入」した場合及び⑦重症心不全の「心臓移植や人工心臓簿を装着」した場合の障害認定

目が示されていないため、ご教示願いたい。

【回答】

人工血管・心臓移植・人工心臓.CRT (心臓再同期医療機器).CRT-D(除細動器機能付き心臓再同期医療

機器)については、施術した目が初診目から起算して 1年6月以内の場合は、施術した目をもって障害認

定日として差し支えない。

なお、本件については、年金局からの疑義照会回答があります。 (lllJ添参照)

G
 
画企付給部

)
付
曽
給

(

金

田

)
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先
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当

絡

直

照
本
担
連
(
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(練式第3)

(案件)

(内容)

(畳付番号)

No.2011-20 

疑義照会(白書)票 (厚生労働省)

堅金目
堅金盤畳量

|主管担当部署の長の確認|海老原|

|障害包定日向て

平成22年10月13日付年発1013第I号厚生労働省年金馬畏通知「国民年金・

厚生年金保険障害認定基準の一都政正について」の第11節心疾患による陣害
の2認定要領 (10)により「心臓ベ スメ カ 、又は1CO(植込み型除細動器)
又は人工弁を装着した場合の陣害の程度を認定すべき日が、それらを装着した

日(初診日から起算して1年6月以内白日に限る.)とする。Jと示されています
が‘ (9) ⑤大動脈疾患の「人工血管を挿入」した場合及び⑦重症心不全の「心

臓移植や人工心臓等を装着」した場合の障害認定日が示されていおいため、ご

教示願いたい.

{当方の見解】

⑤犬動脈疾患の『人工血管を挿入Jした場合については‘人工血管を挿入した

ものは3級とすることとされたが、人工血管を挿入した際の障害認定日につい

ては、これらを施術した日が初診固から起算して 1年6月以内の場合は、挿入

日とする。

⑦重症心不全の「心鵬移植や人工心践等を装着」した場合については、心臓

移植や人工心臓、 CRT(心臓再同期医療機器)、 CRT-D(除細動器機能付き心臓再
開期医療機器)白装着を行った手術後の等級が示されていると二ろであるが、

これらを施術した際の障害認定日については、二れらを施術した目が初診目か

ら起算して 1年6月以内の場合{立、移植目又は装着目とする。

本件の障害認定自については、上記の見解のとおり扱ってよろしいかご教示〈
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ださい。

(回答)

お見込みのとおり。

人工血管 心臓移植・人工心臓 -C R T(心臓再開期医療機器)-CRT-D(除

細動器機能付き心臓再同期医療機器)については、施術した日が初齢日から起

算して 1年 6月以内の場合は、施術した目をもって障害認定日として差し支え

ない.

田笹日 平成23年 5!l30日
回答部畢名 年金島事業管理想

ム

!事業管理課長代理障害臣定補佐の確包 I (~) I 

一
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宛先

平成23年6月14日

給付情2011ー105

障害基礎年金の子の加算にかかる事務の取扱いについて(情報提供)

本' フロッタ本郁 事務センター 年金事務所

事
書E 部 車部 厚年G 里年給G E 徴収揖金

自
話喜 草書

ンタ

O o 。 o 。 O o @ o O 

杢量園盤量

事業企画部、年童相醸部、業務官理部、支払部、障害年企業務部、業務渉外部

且血ニ量量

障害年金加算改善法施行に伴い、市区町村役場の児童扶養手当担当係から受付される児童扶養手当額

聞書の取扱いが一部徹底されていなかったことから、厚生労働省雇用均等・児童家庭局窓庭福祉課よ

り事務連絡が発出されましたので情報提供します.

主王之J::.J直豊i
児童扶養手当の寵定摘求書等へ交付される『児童扶聾手当額聞書』の情求日の記蟻について、厚生労働

省雇用均等・児童家庭局窓庭福祉隈から市区町村役場の児童扶養手当担当者への臨明が明確にされていな

かったことからB'I震の事務連絡が発出されました.
障害年金の干の加算から児童扶聾手当への移行を希望される方が『加算額・加給年金額対象者不故当届

(樺式205号)Jを届出する陣、眉書中田「不該当となった目』が「児童扶養手当額聞書の請求目』と

一致しない場合は過払いが生じる場合があります.

児童扶養手当は毘定摘求自由属する月白翌月分から支給されることからも、眉書受理由際l立改めて児童

扶養手当額調書の請求固と児童扶養手当の支給月を確認した上で受理してください.

また、この件について市区町村の園民年金担当部署への情報提供も併せてお願いします.

照会先
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各都道府県児童扶養手当担当者殿

事務連絡

平成23年6月6日

厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課

母子家庭等自立支援室扶養手当係

障害基礎年金の子の加算の運用の見直レに伴う児童扶養手当支給事務

〈児童扶養手当額調書〕の取扱いについて

児童扶養手当制度の円滑な実施につきまレて、日頃よりご尽力いただき厚く御礼申レ上

げます。

さて、障害基礎年金の子の加算の運用の見直レに伴う児童扶養手当支給事務の取扱いに

ついては、平成23年2月21日雇児福発第0221号第1号厚生労働省雇用均等・児童

家庭局家庭福祉課長通知「障害基礎年金の子の加算の運用の見直レに伴う児童扶養手当支

給事務の取扱いについて」の別添「障害基礎年金の子の加算の運用の見直レに伴う児童扶

養手当支給事務の取扱いに係る事務処理要領」でお示レレているところですが、児童扶養

手当額調書に記載する「請求日」については、児童扶養手当額の算定の時点を示すもので

あるため、~すしも請求書等を受理した日となるものではありません。このため、「請求目」

の記載について、改めて下記のとおり整理いたしましたので、御了知いただくとともに、

この取扱いに遺漏のないよう管内市区町村あてに周知方よろしくお願いいたします。

dO 

年金事務所等においては、児童扶養手当額調書に記載する「請求日」時点の生計維持関

係を認定することとレておりますが、 1及び2の場合における「請求目」の記載について

は、以下のとおりとしてください。

1 .平成23年3月31日以前に障害基礎年金の子加算を受給している揚合には、平成2

3年8月31日までは「災害その他やむを得ない理由」により請求することができなか

ったものとして、児童扶養手当法第7条第2項の規定を適用して差し支えないものとし

ている。この揚合、年金事務所等において、平成23年3用31日時点の生計維持関係

(児童扶養手当の支給開始月4月〉を認定するため、児童扶養手当額調書に記載する「請

求目」は平成23年3月31日としてください。(別添1参照〉
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2.現況居時に児童扶葺手当から子加算に受給変更する揚合は、年金事務所等において、
平成23年7月31日時点の生計維持関係(子加算の支給開始月8月〕を認定するため、

児童扶養手当額調書に記載する「請求日」は、平成23年7月31日とレてください。

(別添2参照〉

※ なお、来年以降の現況居時は当該年の7月31日としてください。
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給配

権偶

者者
カt
で陣

あ害
る年

とま
き受

支

給

対

象

児

童

【別添1】
(別紙2)

児童扶養手当額調書

受給資格者氏名

生年月 日

住 所

連 絡 先

氏 名

生年月日

公 年金制度の種類 国民年金 • 厚生年金 • 共済年金
的
等 級 級

年

金 基礎年金番号

フリガナ
児童扶養手当月額

① 氏 名

生年月日 平成 年 月 日 円

フリガナ

氏 名
児童扶養手当月額

② 

生年月日 平成 年 月 日 5.000円

フリガナ

氏 名
児童扶養手当月額

③ 

生年月日 平成 年 月 目 3.000円

dロ』 言十 円

.本調書は、障害基礎年金の子の加算に係る届出時に必要となるものです。平成23年3周31
且付けの請求に基づき算定される児童扶養手当額は上記のとおりですので、年金事務所・事
務センターに本調書の写を添えて提出して下さい。

-また、障害基礎年金の子の加算に係る手続をした後は、日本年金機構から送付される「支給
額変更通知書』又は「加算事由不該当通知書』の写を市区町村に提出して下さい。

平成年月日
都道府県知事(福祉事務所長) 同
市区町村長(福祉事務所長) 凶



給配

権偶

者者
カt
で陣

あ害
る年

とま
き受

支

給

対

象

児

童

【別添2】
(別紙2)

児童扶養手当額調書

受給資格者氏名

生年月 日

住 所

連 絡 先

氏 名

生年月日

公 年金制度の種類 国民年金 • 厚生年金 • 共済年金
的
等 級 級

年

金 基礎年金番号

フリガナ
児童扶養手当月額

① 氏 名

生年月日 平成 年 月 日 円

フリガナ

氏 名
児童扶養手当月額

② 

生年月日 平成 年 月 日 5.000円

フリガナ

氏 名
児童扶養手当月額

③ 

生年月日 平成 年 月 目 3.000円

dロ』 言十 円

.本調書は、障害基礎年金の子の加算に係る届出時に必要となるものです。平成23年7周31
且付けの請求に基づき算定される児童扶養手当額は上記のとおりですので、年金事務所・事
務センターに本調書の写を添えて提出して下さい。

-また、障害基礎年金の子の加算に係る手続をした後は、日本年金機構から送付される「支給
額変更通知書』又は「加算事由不該当通知書』の写を市区町村に提出して下さい。

平成年月日
都道府県知事(福祉事務所長) 同
市区町村長(福祉事務所長) 凶
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